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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、1949 年の中華人民共和国成立建国から現在の改革開放に至るまで、中国の中央政権が
世界政治経済をどのように認識し、それに基づいて中国の対外経済戦略がいかに変遷してきたのかに
ついて、時々の論争の紹介を交えながら分析したものである。その概要は、以下のとおりである。 
 第１章「建国期における世界政治経済に対する歴史認識構造と対外経済関係論」では、当時中国が、
世界経済をレーニンの言う「死滅しつつある資本主義」、「社会主義革命の前夜」として捉えており、
これをもとに反帝独立自主政治主導型の経済樹立を唱え、対外経済関係を軽視していたことを解明し
た。 
 第２章「世界政治経済の変革主体認識構造と対外経済関係論」では、1968 年以降の中ソ対立のも
とでの対外経済論を検討した。そして、貿易は西側による搾取だとの見解を退け、自国要求に基づく
「有無相通ずる貿易」として捉えられるようになったことを明らかにした。 
第 3 章「世界政治経済に対する認識の変化」と第 4 章「新しい中国社会主義経済論と対外経済論」
では、中国が 1960 年代後半から進めた従来の世界戦略論の抜本的見直しと新しい社会主義経済論に
ついて、主たる論者の論理を分析した。対外経済関係論では、国際分業や比較生産費説が肯定的に評
価されるに至る過程をトレースした。 
第５章「中国における外資系企業と民族経済論」では、1978 年のいわゆる改革・開放後に増加し
た外資流入を念頭に、新中国建国前の帝国主義的搾取の外資と主権国家のもとでの現在の外資流入の
性格の違いを明確にする。第６章「改革・開放と外資直接投資導入の動態―成果と問題」、第７章「貿
易体制改革、外資系企業の貿易参入と対外貿易の発展―成果と問題」では、現在の外資企業をいくつ
かのデータからその特化度、特化度とマーケットシェアの関係、業種ごとの販路を分析している。 
第８章「経済のグローバリゼーションと対外経済関係論」では、グローバリズムを全面的には受け
容れない中国の立場を分析し、第９章「WTO 加盟後の貿易戦略政策」と第 10 章「WTO 加盟後製造
業における外資直接投資導入戦略」では、WTO 加盟後の貿易・投資戦略論争を検討する。前章まで
の中国の貿易分析を踏まえて、WTO ルールの枠内で各種政策と貿易政策を組み合わせ、保護よりも
開発支援の政策に転換し、技術を中心にした要素国際分業を構築するべきだという「管理貿易的自由
化戦略論」を主張する。そして WTO に加盟した現在では、外資系企業の技術移転を戦略的に進め、
内資企業の学習過程を通じて、技術の自主開発力の向上を推進するべきだと論定する。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、以下の諸点で高く評価される。 
第 1 に、本論文は、新中国建国以来の中国の対外経済戦略および貿易・投資政策を時々の政権の
方針およびそれに関連する学界での論争の紹介とそれを批評したものであり、現代中国の対外経済政
策論争史研究として高く評価される。この研究は、著者が一貫して取り組んできた資料収集、翻訳、
著作を基礎に成しえたものであり、日本ではほかに類書のない研究である。それがゆえに本研究に対
して、日本貿易学会の 2006 年度の「奨励賞」が授与されている。 
第 2 に、分析手法として、中国の対世界経済認識の変化を基点にして、その認識変化が自国の社
会主義経済論をどのように変え、他方では対外経済戦略をどのように変化させたか展開するという手
法で一貫している。この分析手法によって、中国の対外世界経済認識と対内社会主義経済論、対外経
済論が有機的に結合されており、立体的な論理として説得力をもっている。 
 第 3 に、著者の各論争に対する評価は、中国を遅れた資本主義の発展段階から社会主義になった
初期社会主義の途上国であると判断し、一貫して開発政策の視点から貿易・投資政策を評価している。
このことによって、開発経済学の成果を取り入れながら、中国の対外経済政策論を論評するという学
問的に開かれた立場も評価できる。 
以上のような成果の反面で、本書には以下のような問題点がある。 
第 1 に、中国の議論の紹介と解釈に流れた個所があり、研究対象の議論の相対化と客観化がいく
ぶん弱いところが見られる。その結果、著者自身の積極的な見解がややもすれば明確さに欠ける個所
が見られる。 
第 2 に、貿易・投資政策を論じるにあたって、中国における貿易政策の形成メカニズムの変遷や、
もう少し細かなデータを利用して貿易や投資の実態との関連を分析すべきであったと考える。そうす
れば、中国の貿易政策の策定過程やその結果を論じるうえで、もっと大きな成果を上げることができ
たであろう。 
本論文は如上の弱点もあるとはいえ、長期にわたる首尾一貫した研究の成果であり、類書がない独
自性があり、高く評価できるものである。よって審査委員会は、著者に対して博士（創造都市）の学
位を授与するのが適切であると判断する。 
